
北海道社会就労センター協議会設立20周年記念大会 

平成31年度第１回社会就労センター施設長・職員研修会 

開催要綱 
 

趣旨 
平成 30年 4月に報酬改定が行われ、平均工賃額に応じた基本報酬単価の設定となり、目標工賃達成加

算も見直されました。工賃の支払の実績が事業所経営に直結した問題となり、更なる工賃向上が求められ
ています。 
また、介護の現場では人材不足が深刻化する中、利用者やその家族からのセクハラ・パワハラが人材確

保の障害となっている現状があり、就労環境の改善は大きな課題となっています。 
本会設立 20周年を記念する本研修会では、大きく変わり続ける制度改定の最新の動向把握に加え、多

様化する問題に対応し、工賃向上の実現について経営的な視点から学ぶ事を目的として開催します。 
  

１．と  き  【１日目】２０１９年６月１９日（水）１３：００～１６：４５ 

             （受付開始時間 １２：３０～ ・ 第１回総会 １７：００～） 

         【２日目】２０１９年６月２０日（木） ９：３０～１１：３０ 
 
２．と こ ろ  北海道第二水産ビル ４階 ４Ｓ会議室（札幌市中央区北 3条西７丁目） 

 
３．主  催  北海道社会就労センター協議会・北海道障がい者就労支援センター 
 
４．参加対象    社会就労センター、就労支援関係事業所役職員、道内授産施設事業所等の施設長、 

所長、指導員、支援員等 
 
５．参 加 費  【会員事業所】１名 ３，０００円 【非会員事業所】１名 ６，０００円 

  ※当日、会場で申し受けます。 
 

６．定  員  １００名 
 
７．日  程  ■１日目 ６/１９（水） 

時間 内容 

12：30～13：00 受付 

13：00～14：00 開会挨拶・中央情勢報告 

北海道社会就労センター協議会 会長 髙江 智和理 

14：00～14：15 休憩 

14：15～15：30 

 

講義 1 
「クライアントハラスメントについて」（仮） 
社労士オフィス ONE / 合同会社 NextOne 代表 沢田 寿晴氏 

講師紹介 

1977年元旦生まれ。 理念は「人財育成を通じて人と企業の明るい未来を創造する」  

研修機関において、介護研修や経営者研修などの企画実施をしてきた人財育成のスペシャ

リスト。介護特化型の社会保険労務士として、人財育成、労務管理を専門に活動中である。 

これまでに延べ 5000 名以上の介護経営者や介護スタッフに研修を実施し、多くの情報と

気づきを提供している。全道各地にリピーターも多く存在する。 

【実施介護研修例】介護人間力研修・介護職の採用と定着・人が成長する評価制度研修など 

15：30～15：45 休憩 

15：45～16：45 

 
行政報告 

「次回報酬改定に向けて」（仮） 
厚生労働省 障害保健福祉部障害福祉課  調整中 

平成 30 年度障害福祉サービス等報酬改定から約１年半が経過。今後の社会就労センター

の未来を見据えた報告をお届けいたします。 

17：00～17：30 北海道社会就労センター協議会第 1回総会 

・北海道社会就労センター協議会の会員事業所が対象です。 



■２日目 ６/２０（木） 

 
８．懇親会について 

 研修会に参加された有志の皆様の情報交換、ネットワークの拡大等の機会として下記のとおり開催いた 

しますので、参加を希望される方は申込書欄に○をご記入のうえお申込みください。 

  日時：６月１９日（水） １８：３０～２０：３０ 

  会場： 調整中 

  費用： ４，０００円（税込） 
 
 

９．参加お申込み先・お問合せ先  

「参加申込書」に必要事項を御記入の上、６月５日（水）必着でお申込みください。 

北海道社会就労センター協議会事務局 北海道社会福祉協議会法人支援部法人支援課内 

〒060-0002   札幌市中央区北 2条西 7丁目 1番地  かでる２・７ ３Ｆ （担当：諸澤・三浦） 

ＴＥＬ  011-241-3982   ＦＡＸ  011-280-3162 

 

【会場周辺図】 北海道第二水産ビル（札幌市中央区北 3条西７丁目） 札幌駅から徒歩 10分程 

 

時間 内容 

9：30～11：30 講義２ 

「経営改善について」（仮） 
有限会社ともえ産業情報 取締役社長 辻井 啓作 氏 

 講師紹介 

大学卒業後、大和証券株式会社、東京都中小企業振興公社を経て独立。 

1999年に有限会社ともえ産業情報を設立し、企業、産業分野を中心とした調査研究事

業および経営支援（コンサルティング）業務に携わる。経営支援業務では、中小企業の

「値上げ」を実現する支援に強みを持つ。 

1998 年～2017 年の間、日本財団が助成する非営利組織の事業評価に携わり、障害者

福祉施設を含む数多くの非営利事業について詳細な調査を行う。 

著作：『独立開業マニュアル』（岩波書店）、『なぜ繁栄している商店街は 1％しかない

のか』、『小さな会社、お店のための 値上げの技術』（CCCメディアハウス）、等 

11：30 閉会 


